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近現代史料データベース
全三部　価格 ￥1,000,000（税別）オンライン版　地方制度と地方分権 －神戸委員会から第一次分権改革までー

横断検索が可能です

全五部　価格 ￥1,800,000（税別）オンライン版　行政改革：臨調と行革審

全五部　価格 ￥2,200,000（税別）オンライン版　宮澤喜一関係文書

好評
発売中

藤田宙靖　旧蔵

オンライン版　橋本行革資料

　橋本龍太郎内閣期に、内閣総理大臣の直属の機関として設置された「行政改革会議」。本資料は行政改革会議の委
員であり、「機構問題小委員会」の主査もつとめた藤田宙靖（東北大学名誉教授）旧蔵の、同会議を中心とする橋本
行革に関する資料群である。現在の中央省庁の形を定め、今日まで続く官邸機能強化の流れを推進し、統治機構の再
編をもたらした橋本行革。本資料は、当時の議論の実態を知る上で、必要不可欠な資料といえる。行政学、政治学、
政治史はもとより憲法学にも有益な資料である。

原　 本　 東北大学大学院法学研究科附属法政資料調査室所蔵　
監　 修　 伏見岳人（東北大学公共政策大学院長・法学研究科教授）
解　 題　 牧原　出（東京大学先端科学技術研究センター教授）、伏見岳人

オンライン版　橋本行革資料
藤田宙靖　旧蔵

原　 本　 東北大学大学院法学研究科附属法政資料調査室所蔵　
監　 修　 伏見岳人（東北大学公共政策大学院長・法学研究科教授）

解　 題　 牧原　出（東京大学先端科学技術研究センター教授）、伏見岳人

プラットフォーム：J-DAC　ジャパン　デジタル　アーカイブズ　センター
完全買切型（ご購入後のプラットフォーム利用料、年間維持費用は不要です）　

全三部　価格￥1,200,000（税別）

内容構成／分売価格

第一部　行政改革会議（1） .................................................................................................. 価格 ￥400,000（税別）

　行政改革会議発足前の資料から、省庁ヒアリング、8月の集中審議を経て、中間報告について審議・
決定を行った第28回会議までの資料を収録。

第二部　行政改革会議（2） .................................................................................................. 価格 ￥400,000（税別）

　第一部に続く第29回会議から、最終報告の取りまとめが行われた二度目の集中審議を経て、同報告を
決定した第42回会議までを収録。

第三部　行政改革会議（3）・基本法案準備室・中央省庁等改革推進本部顧問会議 ..... 価格 ￥400,000（税別）

　最終報告後の第43回会議から最終会合となる第45回会議までを収録。さらに、最終報告後に内閣官房
に設置された「中央省庁再編等基本法案（仮称）準備室」や、中央省庁等改革推進本部顧問会議の資料
も収録。

近現代史料データベース
近現代史料データベース

J-DACについて ＊完全買切型（ご購入後のプラットフォーム利用料、年間維持費用は不要です）
 ＊学術機関限定・機関契約のデータベースです
 （ご所属の異動等によりデータベースのアクセス権を移籍することはできません）

明治大学教授　木寺　元

現代に繋がる行政機構改革の源流を再検証し得る貴重記録

1990年代、政治改革を皮切りに日本の統治機構へ大
胆なメスが入れられた。衆議院の選挙制度見直し、中
央と地方の関係を対等平等へと転換させる地方分権改
革、そして、戦後最大規模の行政機構改革。行政機構
改革の中心となったのが、内閣総理大臣直属の「行政
改革会議」である。同会議は、国の骨格を変える省庁
再編、内閣機能の強化、そして研究機関等の独立行政
法人化を強力に推し進めた。
改革から四半世紀が経過した現在、当初の設計図ど
おりに統治機構は機能しているのか。小選挙区制度の見
直しを叫ぶ声や地方分権の行き過ぎを指摘する声など、
様 な々問い直しが始まっている。行政機構も同様だ。少
子高齢社会のもたらす社会保障費の増大や人手不足など
山積する課題に機動的に対応するためには、厚生労働
省を再分割した方がよいのではないか。内閣機能強化は、
光とともに影ももたらしたのではないか。研究機関の研
究能力は、独法化によって削がれてしまったのではない
か。そういった議論の前提として、私たちがまず理解し

なければならないのは、そもそも当時の日本は何を目指
し、どのような政府機構を構想していたのか。本資料は、
当時の議論やアイディアの細部を具に垣間見ることがで
きる、極めて貴重な記録である。
改革は人間が行うものだ。数字でも機械でもない。資

料の誤字脱字やノートの走り書きは、改革は人間によっ
て行われることを改めて認識させる。人間は不完全なも
のだ。不完全な人間が行う改革が完全であるはずがな
い。しかし、行政機構から這い出る公権力の蠕動は、
国民の生命・身体・財産をときに守り、ときに奪い去
る。「行政改革会議」に携わった人々は、このまがまが
しい行政機構を、そのリモデルを通じてどう制御し、そ
してこの国をどこへ導こうとしたのか。その悪戦苦闘の
痕跡がこの資料に、まざまざと存在する。私たちも行政
機構改革も、今なお不完全である。そうであるが故に、
過去のこの複雑な改革に向けた試行錯誤を丹念に追い、
現代に繋がるその源流を再検証する作業を怠ってはなら
ない。

京都大学教授　曽我謙悟

統治機構を知ろうとするすべての人に強くお勧めする

「この国のかたち」を造りかえていく壮大な事業は、
具体的にどのようなプロセスを経て組み立てられていっ
たのか。行政法学の泰斗として蓄積してきた知識と透徹
した思考が、いかにそこでいかされていったのか。会長
の橋本龍太郎首相や13名の委員たちはどのように議論
を行い、そこではどのような対立や協調があったのか。
霞が関のそれぞれの省庁は、この改革に対してどのよう
に抵抗したのか、あるいはいかにその機会を利用しよう
としたのか。
こうした一連の問いを解き明かす鍵となるような資料
が、ここに揃い、広く利用できる形となった。ここに収
められた大量の、そして多様な資料は、橋本行革の内
実を知ろうとするすべての人にとって、欠かせないものと
なるであろう。これまでも橋本行革をめぐっては、多くの
ことが語られ、記されてきたが、この資料によって、初
めて明らかになることも多 あ々ることは間違いない。
日本政治史上の画期をなす1990年代後半の統治機構
改革を知ろうとするすべての人の利用を強くお勧めした
い。政治史や日本政治を専門とする方にとっては、資料

を読み解くなかから、さまざまな力学や関係性が浮かび
上がってくるであろう。行政学者にとっては、事務局や
各省が提出する資料を通じて、改革における霞が関の戦
略や戦術を知ることや、合議制における意思決定過程
を知ることができるであろう。憲法や行政法を専攻する
方にとっては、公法学の知識や見方が現実政治の過程
の中で具現化する様相を目にすることができるであろう。
また、研究者としてのみならず、行政改革会議委員の後、
最高裁判事を務めていく藤田宙靖氏の学問や活動の理
解にも大きく寄与するだろう。
オンラインで提供されることも、この資料の特徴であ

る。検索機能を使えば、特定の省についての議論がど
のように変化するかなどが、紙媒体よりも格段に追いや
すくなる。さらに、J-DACの他の資料との横断検索も可
能であることから、たとえば過去の行政改革における議
論との比較であったり、あるいは同時期の別の統治機構
改革である地方分権改革における議論との関係性を探る
ことなど、多様な使い方も是非試してほしい。

つぶさ

ぜんどう



行政改革会議
中央省庁等改革推進本部顧問会議

議事録に加え、事務局との打合せ資料、各種原案やメモ類、FAX記録など膨大な原資料を収録

上智大学教授　上田健介

「この国のかたち」の再構築をめぐる熱い議論を振り返る

橋本行革は、内閣機能の強化、中央省庁の再編、独
立行政法人制度の創設などを実現したほか、公務員制
度改革の方向性も示した大きな改革であった。憲法学の
観点からも、目に見える憲法附属法の改正という意味で
は、内閣法における内閣総理大臣の基本方針発議権や
内閣官房の企画立案機能の明記などにとどまったが、内
閣が「国務を総理する」任務を果たし、その首長たる
内閣総理大臣が指導性を十分に発揮できる仕組みや見
方―「官邸主導」―を実務に植え付け、行政権の意義
や内閣と行政各部との関係に関して学説に再考を促した
ものと評価できる。
官邸主導は、その後の小泉政権や民主党政権、安
倍政権などにおける改革・運用を通じて深化する一方、
現在はその行き過ぎが指摘されることもある。しかし、
改革はその実施段階で妥協を強いられる面もあり、ま
た実施後の運用において環境の変化により変容をうけ
る面もある。この間の官邸主導のあり方を検証するにあ
たっては、原点にある議論に立ち返ることに大きな意味

があるだろう。
藤田宙靖は、行政法学の泰斗であるが、行政改革会
議で機構問題小委員会の主査を務め、企画・制度問題
小委員会主査を務めた憲法学の佐藤幸治とともに、議
論をリードした。本資料には藤田の「メモ」や「意見」、
また書き込みがある資料も多く含まれており、当時の彼
の考えに直接に触れることができる。
さらに、本資料では、行政改革会議および小委員会
の議事録が網羅されており、また、中央省庁等改革推進
本部・顧問会議も含めた膨大な会議資料・関連資料が
収録されている。行政改革会議の議事概要やいくつかの
資料は早くに行政改革会議事務局ＯＢ編『21世紀の日本
の行政』（行政管理センター、1998年）で公表されてい
たが、議事録は含まれておらず、また別紙として公表さ
れた資料もごく一部にすぎない。ぜひ、本資料を紐解い
て、「この国のかたち」の再構築を図るという大きな視
座から行われた当時の熱い議論を振り返ってほしい。

大阪大学教授　北村  亘

日本の統治機構における「フェデラリスト・ペーパー」

1990年代に橋本龍太郎内閣による行政改革は、現在
の日本の行政の制度的土台となっている。当時の政策決
定者が、どのような理念を追求したのか、そのためには、
政界、官界、経済界などとどのようなやりとりを行ったの
か、その結果、何が達成され、何が課題として残ったの
か。当事者のお一人である藤田宙靖名誉教授が残された
文書群は、我々にそうした「問いの森」の奥深くにいざ
なっているようである。
このたび、この膨大な文書群が、伏見岳人教授の監
修の下で整理され、伏見教授と牧原出教授による解題
によって、現在の行政のあり方を考える上で大きな意味
をもつデータベースとして生まれ変わった。オンラインで
必要な文書にアクセスすることが可能となっただけでな
く、その意味についても解題を手掛かりにして考えるこ
とができる。まさに、アメリカ合衆国の統治機構を考え
る際にいまも参照される「建国の父たち」の「ザ・フェ
デラリスト・ペーパーズ」に匹敵する価値を有する文書

を我 も々手に入れたといっても過言ではない。
本データベースは、戦後日本の大きな転換点となった
1990年代の行政改革の全貌を明らかにしようとする政治
学の研究者や、政府与党首脳が行政改革会議を活用し
て行政制度の再設計を行う過程を分析しようとする行政
学の研究者、そして統治機構における理念や学説がど
のように改革に反映され、改革がどのように現在につな
がる研究の流れを生み出したのかに関心をもつ憲法や行
政法の研究者、さらには現実政治への関与の中で苦悩
する社会科学のすべての研究者にとって参照すべき資料
である。
また、各官庁が現在の行政実務のあり方を見直す際
に、原点に立ち返って考え、新たな行政制度を構想する
ためにも、本データベースは「いまを生きる文書群」と
して真価を発揮するものと確信している。

■ 議事録に加え、会議の配布・参考資料、事務局との打合せ資料、各省庁へのヒアリング記録、各種原
案やメモ類、FAX記録などの膨大な原資料で構成。

■ 最終報告後に内閣官房に設置された「中央省庁再編等基本法案（仮称）準備室」や、「中央省庁等改
革推進本部顧問会議」の資料も収録。

■ 内部の研究会である「内閣機能研究会」や「顧問限りの勉強会」として行われた「中央省庁等改革推
進本部顧問懇談会」の資料も含む。

橋本龍太郎内閣期に、内閣総理大臣の直属の機関として設置された「行政改革会議」
（第1回1996年11月28日～第45回1998年6月23日）。
その全45回の会議および小委員会として設けられた「企画・制度問題小委員会」「機
構問題小委員会」、両委員会合同の「企画・制度問題及び機構問題合同小委員会」
の議事録を網羅。

FAX（内閣機能研究会）（藤田
宙靖、行政改革会議事務局
荻野徹宛　1997年3月2日）

各省庁ヒアリングにおける各省庁及び委員意見等
の要約整理（事項別）（未定稿）（行政改革会議
事務局　1997年7月9日）

省庁再編案作成に向けての覚え書き（藤田宙靖　1997年6月27日）

手書きメモ[行政審判庁構想
について]（藤田宙靖、行政
改革会議事務局　坂野参事
官宛　1997年10月27日）

省際問題の検討状況について
（中央省庁等改革推進本部事
務局　1998年10月8日）

「中央省庁等改革に係る大綱（案）」について（中央
省庁等改革推進本部事務局　1999年1月13日）

[井手参事官宛再質問]（藤田
宙靖　1999年3月13日）

[宿題回答（郵政三事業、印刷・造幣事業、
国税庁の分離）]（藤田宙靖、行政改革会議
事務局　坂野参事官宛　1997年8月28日）

「中間整理（案）」・「委員の意見の整理（案）」の修
正について（行政改革会議事務局、藤田宙靖宛　
1997年4月28日）

［報告（案）の骨格を盛り込むべき事項（検討
メモ）に関するコメント］（藤田宙靖、行政改
革事務局　坂野参事官宛　1997年11月2日）

FAX［案文の修正が必要な点につ
いて]（行政改革会議事務局、藤
田宙靖宛　［1997年］11月27日）

立案方針事務局原案について
（中央省庁等改革推進本部
事務局　1998年7月29日）

FAX［各省庁との相談作業に
ついて］（中央省庁等改革推
進本部事務局、藤田宙靖宛　
1998年10月7日）

中間整理に対する意見（藤田
宙靖　1997年4月22日）
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中央省庁等改革推進本部顧問会議

議事録に加え、事務局との打合せ資料、各種原案やメモ類、FAX記録など膨大な原資料を収録
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本部・顧問会議も含めた膨大な会議資料・関連資料が
収録されている。行政改革会議の議事概要やいくつかの
資料は早くに行政改革会議事務局ＯＢ編『21世紀の日本
の行政』（行政管理センター、1998年）で公表されてい
たが、議事録は含まれておらず、また別紙として公表さ
れた資料もごく一部にすぎない。ぜひ、本資料を紐解い
て、「この国のかたち」の再構築を図るという大きな視
座から行われた当時の熱い議論を振り返ってほしい。

大阪大学教授　北村  亘

日本の統治機構における「フェデラリスト・ペーパー」

1990年代に橋本龍太郎内閣による行政改革は、現在
の日本の行政の制度的土台となっている。当時の政策決
定者が、どのような理念を追求したのか、そのためには、
政界、官界、経済界などとどのようなやりとりを行ったの
か、その結果、何が達成され、何が課題として残ったの
か。当事者のお一人である藤田宙靖名誉教授が残された
文書群は、我々にそうした「問いの森」の奥深くにいざ
なっているようである。
このたび、この膨大な文書群が、伏見岳人教授の監

修の下で整理され、伏見教授と牧原出教授による解題
によって、現在の行政のあり方を考える上で大きな意味
をもつデータベースとして生まれ変わった。オンラインで
必要な文書にアクセスすることが可能となっただけでな
く、その意味についても解題を手掛かりにして考えるこ
とができる。まさに、アメリカ合衆国の統治機構を考え
る際にいまも参照される「建国の父たち」の「ザ・フェ
デラリスト・ペーパーズ」に匹敵する価値を有する文書

を我 も々手に入れたといっても過言ではない。
本データベースは、戦後日本の大きな転換点となった
1990年代の行政改革の全貌を明らかにしようとする政治
学の研究者や、政府与党首脳が行政改革会議を活用し
て行政制度の再設計を行う過程を分析しようとする行政
学の研究者、そして統治機構における理念や学説がど
のように改革に反映され、改革がどのように現在につな
がる研究の流れを生み出したのかに関心をもつ憲法や行
政法の研究者、さらには現実政治への関与の中で苦悩
する社会科学のすべての研究者にとって参照すべき資料
である。
また、各官庁が現在の行政実務のあり方を見直す際
に、原点に立ち返って考え、新たな行政制度を構想する
ためにも、本データベースは「いまを生きる文書群」と
して真価を発揮するものと確信している。

■ 議事録に加え、会議の配布・参考資料、事務局との打合せ資料、各省庁へのヒアリング記録、各種原
案やメモ類、FAX記録などの膨大な原資料で構成。

■ 最終報告後に内閣官房に設置された「中央省庁再編等基本法案（仮称）準備室」や、「中央省庁等改
革推進本部顧問会議」の資料も収録。

■ 内部の研究会である「内閣機能研究会」や「顧問限りの勉強会」として行われた「中央省庁等改革推
進本部顧問懇談会」の資料も含む。

橋本龍太郎内閣期に、内閣総理大臣の直属の機関として設置された「行政改革会議」
（第1回1996年11月28日～第45回1998年6月23日）。
その全45回の会議および小委員会として設けられた「企画・制度問題小委員会」「機
構問題小委員会」、両委員会合同の「企画・制度問題及び機構問題合同小委員会」
の議事録を網羅。

FAX（内閣機能研究会）（藤田
宙靖、行政改革会議事務局
荻野徹宛　1997年3月2日）

各省庁ヒアリングにおける各省庁及び委員意見等
の要約整理（事項別）（未定稿）（行政改革会議
事務局　1997年7月9日）

省庁再編案作成に向けての覚え書き（藤田宙靖　1997年6月27日）

手書きメモ[行政審判庁構想
について]（藤田宙靖、行政
改革会議事務局　坂野参事
官宛　1997年10月27日）

省際問題の検討状況について
（中央省庁等改革推進本部事
務局　1998年10月8日）

「中央省庁等改革に係る大綱（案）」について（中央
省庁等改革推進本部事務局　1999年1月13日）

[井手参事官宛再質問]（藤田
宙靖　1999年3月13日）

[宿題回答（郵政三事業、印刷・造幣事業、
国税庁の分離）]（藤田宙靖、行政改革会議
事務局　坂野参事官宛　1997年8月28日）

「中間整理（案）」・「委員の意見の整理（案）」の修
正について（行政改革会議事務局、藤田宙靖宛　
1997年4月28日）

［報告（案）の骨格を盛り込むべき事項（検討
メモ）に関するコメント］（藤田宙靖、行政改
革事務局　坂野参事官宛　1997年11月2日）

FAX［案文の修正が必要な点につ
いて]（行政改革会議事務局、藤
田宙靖宛　［1997年］11月27日）

立案方針事務局原案について
（中央省庁等改革推進本部
事務局　1998年7月29日）

FAX［各省庁との相談作業に
ついて］（中央省庁等改革推
進本部事務局、藤田宙靖宛　
1998年10月7日）

中間整理に対する意見（藤田
宙靖　1997年4月22日）



行政改革会議
中央省庁等改革推進本部顧問会議

議事録に加え、事務局との打合せ資料、各種原案やメモ類、FAX記録など膨大な原資料を収録

上智大学教授　上田健介

「この国のかたち」の再構築をめぐる熱い議論を振り返る

橋本行革は、内閣機能の強化、中央省庁の再編、独
立行政法人制度の創設などを実現したほか、公務員制
度改革の方向性も示した大きな改革であった。憲法学の
観点からも、目に見える憲法附属法の改正という意味で
は、内閣法における内閣総理大臣の基本方針発議権や
内閣官房の企画立案機能の明記などにとどまったが、内
閣が「国務を総理する」任務を果たし、その首長たる
内閣総理大臣が指導性を十分に発揮できる仕組みや見
方―「官邸主導」―を実務に植え付け、行政権の意義
や内閣と行政各部との関係に関して学説に再考を促した
ものと評価できる。
官邸主導は、その後の小泉政権や民主党政権、安
倍政権などにおける改革・運用を通じて深化する一方、
現在はその行き過ぎが指摘されることもある。しかし、
改革はその実施段階で妥協を強いられる面もあり、ま
た実施後の運用において環境の変化により変容をうけ
る面もある。この間の官邸主導のあり方を検証するにあ
たっては、原点にある議論に立ち返ることに大きな意味

があるだろう。
藤田宙靖は、行政法学の泰斗であるが、行政改革会

議で機構問題小委員会の主査を務め、企画・制度問題
小委員会主査を務めた憲法学の佐藤幸治とともに、議
論をリードした。本資料には藤田の「メモ」や「意見」、
また書き込みがある資料も多く含まれており、当時の彼
の考えに直接に触れることができる。
さらに、本資料では、行政改革会議および小委員会

の議事録が網羅されており、また、中央省庁等改革推進
本部・顧問会議も含めた膨大な会議資料・関連資料が
収録されている。行政改革会議の議事概要やいくつかの
資料は早くに行政改革会議事務局ＯＢ編『21世紀の日本
の行政』（行政管理センター、1998年）で公表されてい
たが、議事録は含まれておらず、また別紙として公表さ
れた資料もごく一部にすぎない。ぜひ、本資料を紐解い
て、「この国のかたち」の再構築を図るという大きな視
座から行われた当時の熱い議論を振り返ってほしい。

大阪大学教授　北村  亘

日本の統治機構における「フェデラリスト・ペーパー」

1990年代に橋本龍太郎内閣による行政改革は、現在
の日本の行政の制度的土台となっている。当時の政策決
定者が、どのような理念を追求したのか、そのためには、
政界、官界、経済界などとどのようなやりとりを行ったの
か、その結果、何が達成され、何が課題として残ったの
か。当事者のお一人である藤田宙靖名誉教授が残された
文書群は、我々にそうした「問いの森」の奥深くにいざ
なっているようである。
このたび、この膨大な文書群が、伏見岳人教授の監
修の下で整理され、伏見教授と牧原出教授による解題
によって、現在の行政のあり方を考える上で大きな意味
をもつデータベースとして生まれ変わった。オンラインで
必要な文書にアクセスすることが可能となっただけでな
く、その意味についても解題を手掛かりにして考えるこ
とができる。まさに、アメリカ合衆国の統治機構を考え
る際にいまも参照される「建国の父たち」の「ザ・フェ
デラリスト・ペーパーズ」に匹敵する価値を有する文書

を我 も々手に入れたといっても過言ではない。
本データベースは、戦後日本の大きな転換点となった

1990年代の行政改革の全貌を明らかにしようとする政治
学の研究者や、政府与党首脳が行政改革会議を活用し
て行政制度の再設計を行う過程を分析しようとする行政
学の研究者、そして統治機構における理念や学説がど
のように改革に反映され、改革がどのように現在につな
がる研究の流れを生み出したのかに関心をもつ憲法や行
政法の研究者、さらには現実政治への関与の中で苦悩
する社会科学のすべての研究者にとって参照すべき資料
である。
また、各官庁が現在の行政実務のあり方を見直す際

に、原点に立ち返って考え、新たな行政制度を構想する
ためにも、本データベースは「いまを生きる文書群」と
して真価を発揮するものと確信している。

■ 議事録に加え、会議の配布・参考資料、事務局との打合せ資料、各省庁へのヒアリング記録、各種原
案やメモ類、FAX記録などの膨大な原資料で構成。

■ 最終報告後に内閣官房に設置された「中央省庁再編等基本法案（仮称）準備室」や、「中央省庁等改
革推進本部顧問会議」の資料も収録。

■ 内部の研究会である「内閣機能研究会」や「顧問限りの勉強会」として行われた「中央省庁等改革推
進本部顧問懇談会」の資料も含む。

橋本龍太郎内閣期に、内閣総理大臣の直属の機関として設置された「行政改革会議」
（第1回1996年11月28日～第45回1998年6月23日）。
その全45回の会議および小委員会として設けられた「企画・制度問題小委員会」「機
構問題小委員会」、両委員会合同の「企画・制度問題及び機構問題合同小委員会」
の議事録を網羅。

FAX（内閣機能研究会）（藤田
宙靖、行政改革会議事務局
荻野徹宛　1997年3月2日）

各省庁ヒアリングにおける各省庁及び委員意見等
の要約整理（事項別）（未定稿）（行政改革会議
事務局　1997年7月9日）

省庁再編案作成に向けての覚え書き（藤田宙靖　1997年6月27日）

手書きメモ[行政審判庁構想
について]（藤田宙靖、行政
改革会議事務局　坂野参事
官宛　1997年10月27日）

省際問題の検討状況について
（中央省庁等改革推進本部事
務局　1998年10月8日）

「中央省庁等改革に係る大綱（案）」について（中央
省庁等改革推進本部事務局　1999年1月13日）

[井手参事官宛再質問]（藤田
宙靖　1999年3月13日）

[宿題回答（郵政三事業、印刷・造幣事業、
国税庁の分離）]（藤田宙靖、行政改革会議
事務局　坂野参事官宛　1997年8月28日）

「中間整理（案）」・「委員の意見の整理（案）」の修
正について（行政改革会議事務局、藤田宙靖宛　
1997年4月28日）

［報告（案）の骨格を盛り込むべき事項（検討
メモ）に関するコメント］（藤田宙靖、行政改
革事務局　坂野参事官宛　1997年11月2日）

FAX［案文の修正が必要な点につ
いて]（行政改革会議事務局、藤
田宙靖宛　［1997年］11月27日）

立案方針事務局原案について
（中央省庁等改革推進本部
事務局　1998年7月29日）

FAX［各省庁との相談作業に
ついて］（中央省庁等改革推
進本部事務局、藤田宙靖宛　
1998年10月7日）

中間整理に対する意見（藤田
宙靖　1997年4月22日）
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近現代史料データベース
全三部　価格 ￥1,000,000（税別）オンライン版　地方制度と地方分権 －神戸委員会から第一次分権改革までー

横断検索が可能です

全五部　価格 ￥1,800,000（税別）オンライン版　行政改革：臨調と行革審

全五部　価格 ￥2,200,000（税別）オンライン版　宮澤喜一関係文書

好評
発売中

藤田宙靖　旧蔵

オンライン版　橋本行革資料

　橋本龍太郎内閣期に、内閣総理大臣の直属の機関として設置された「行政改革会議」。本資料は行政改革会議の委
員であり、「機構問題小委員会」の主査もつとめた藤田宙靖（東北大学名誉教授）旧蔵の、同会議を中心とする橋本
行革に関する資料群である。現在の中央省庁の形を定め、今日まで続く官邸機能強化の流れを推進し、統治機構の再
編をもたらした橋本行革。本資料は、当時の議論の実態を知る上で、必要不可欠な資料といえる。行政学、政治学、
政治史はもとより憲法学にも有益な資料である。

原　 本　 東北大学大学院法学研究科附属法政資料調査室所蔵　
監　 修　 伏見岳人（東北大学公共政策大学院長・法学研究科教授）
解　 題　 牧原　出（東京大学先端科学技術研究センター教授）、伏見岳人

オンライン版　橋本行革資料
藤田宙靖　旧蔵

原　 本　 東北大学大学院法学研究科附属法政資料調査室所蔵　
監　 修　 伏見岳人（東北大学公共政策大学院長・法学研究科教授）

解　 題　 牧原　出（東京大学先端科学技術研究センター教授）、伏見岳人

プラットフォーム：J-DAC　ジャパン　デジタル　アーカイブズ　センター
完全買切型（ご購入後のプラットフォーム利用料、年間維持費用は不要です）　

全三部　価格￥1,200,000（税別）

内容構成／分売価格

第一部　行政改革会議（1） .................................................................................................. 価格 ￥400,000（税別）

　行政改革会議発足前の資料から、省庁ヒアリング、8月の集中審議を経て、中間報告について審議・
決定を行った第28回会議までの資料を収録。

第二部　行政改革会議（2） .................................................................................................. 価格 ￥400,000（税別）

　第一部に続く第29回会議から、最終報告の取りまとめが行われた二度目の集中審議を経て、同報告を
決定した第42回会議までを収録。

第三部　行政改革会議（3）・基本法案準備室・中央省庁等改革推進本部顧問会議 ..... 価格 ￥400,000（税別）

　最終報告後の第43回会議から最終会合となる第45回会議までを収録。さらに、最終報告後に内閣官房
に設置された「中央省庁再編等基本法案（仮称）準備室」や、中央省庁等改革推進本部顧問会議の資料
も収録。

近現代史料データベース
近現代史料データベース

J-DACについて ＊完全買切型（ご購入後のプラットフォーム利用料、年間維持費用は不要です）
 ＊学術機関限定・機関契約のデータベースです
 （ご所属の異動等によりデータベースのアクセス権を移籍することはできません）

明治大学教授　木寺　元

現代に繋がる行政機構改革の源流を再検証し得る貴重記録

1990年代、政治改革を皮切りに日本の統治機構へ大
胆なメスが入れられた。衆議院の選挙制度見直し、中
央と地方の関係を対等平等へと転換させる地方分権改
革、そして、戦後最大規模の行政機構改革。行政機構
改革の中心となったのが、内閣総理大臣直属の「行政
改革会議」である。同会議は、国の骨格を変える省庁
再編、内閣機能の強化、そして研究機関等の独立行政
法人化を強力に推し進めた。
改革から四半世紀が経過した現在、当初の設計図ど

おりに統治機構は機能しているのか。小選挙区制度の見
直しを叫ぶ声や地方分権の行き過ぎを指摘する声など、
様 な々問い直しが始まっている。行政機構も同様だ。少
子高齢社会のもたらす社会保障費の増大や人手不足など
山積する課題に機動的に対応するためには、厚生労働
省を再分割した方がよいのではないか。内閣機能強化は、
光とともに影ももたらしたのではないか。研究機関の研
究能力は、独法化によって削がれてしまったのではない
か。そういった議論の前提として、私たちがまず理解し

なければならないのは、そもそも当時の日本は何を目指
し、どのような政府機構を構想していたのか。本資料は、
当時の議論やアイディアの細部を具に垣間見ることがで
きる、極めて貴重な記録である。
改革は人間が行うものだ。数字でも機械でもない。資
料の誤字脱字やノートの走り書きは、改革は人間によっ
て行われることを改めて認識させる。人間は不完全なも
のだ。不完全な人間が行う改革が完全であるはずがな
い。しかし、行政機構から這い出る公権力の蠕動は、
国民の生命・身体・財産をときに守り、ときに奪い去
る。「行政改革会議」に携わった人々は、このまがまが
しい行政機構を、そのリモデルを通じてどう制御し、そ
してこの国をどこへ導こうとしたのか。その悪戦苦闘の
痕跡がこの資料に、まざまざと存在する。私たちも行政
機構改革も、今なお不完全である。そうであるが故に、
過去のこの複雑な改革に向けた試行錯誤を丹念に追い、
現代に繋がるその源流を再検証する作業を怠ってはなら
ない。

京都大学教授　曽我謙悟

統治機構を知ろうとするすべての人に強くお勧めする

「この国のかたち」を造りかえていく壮大な事業は、
具体的にどのようなプロセスを経て組み立てられていっ
たのか。行政法学の泰斗として蓄積してきた知識と透徹
した思考が、いかにそこでいかされていったのか。会長
の橋本龍太郎首相や13名の委員たちはどのように議論
を行い、そこではどのような対立や協調があったのか。
霞が関のそれぞれの省庁は、この改革に対してどのよう
に抵抗したのか、あるいはいかにその機会を利用しよう
としたのか。
こうした一連の問いを解き明かす鍵となるような資料

が、ここに揃い、広く利用できる形となった。ここに収
められた大量の、そして多様な資料は、橋本行革の内
実を知ろうとするすべての人にとって、欠かせないものと
なるであろう。これまでも橋本行革をめぐっては、多くの
ことが語られ、記されてきたが、この資料によって、初
めて明らかになることも多 あ々ることは間違いない。
日本政治史上の画期をなす1990年代後半の統治機構

改革を知ろうとするすべての人の利用を強くお勧めした
い。政治史や日本政治を専門とする方にとっては、資料

を読み解くなかから、さまざまな力学や関係性が浮かび
上がってくるであろう。行政学者にとっては、事務局や
各省が提出する資料を通じて、改革における霞が関の戦
略や戦術を知ることや、合議制における意思決定過程
を知ることができるであろう。憲法や行政法を専攻する
方にとっては、公法学の知識や見方が現実政治の過程
の中で具現化する様相を目にすることができるであろう。
また、研究者としてのみならず、行政改革会議委員の後、
最高裁判事を務めていく藤田宙靖氏の学問や活動の理
解にも大きく寄与するだろう。
オンラインで提供されることも、この資料の特徴であ
る。検索機能を使えば、特定の省についての議論がど
のように変化するかなどが、紙媒体よりも格段に追いや
すくなる。さらに、J-DACの他の資料との横断検索も可
能であることから、たとえば過去の行政改革における議
論との比較であったり、あるいは同時期の別の統治機構
改革である地方分権改革における議論との関係性を探る
ことなど、多様な使い方も是非試してほしい。

つぶさ

ぜんどう


